　平成２２年第２回長久手町議会定例会議案概要説明一覧表
	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第３０号

	平成２２年度長久手町一般会計補正予算（第１号）
	歳入歳出とも、２，５９６万１千円の増額で予算総額を１５０億３，５９６万１千円とするものです。

　歳入といたしましては、県支出金の増額です。

歳出といたしましては、土木費及び総務費の増額です。

	議案第３１号
	長久手町職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例について
	条例改正の主な内容は、職員団体のため、その業務を行い又は活動することができる期間に「時間外勤務代休時間」を追加することなどです。
なお、この条例は、公布の日から施行するものとします。


	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第３２号
	長久手町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について
	条例改正の主な内容は、①職員の配偶者の就業の有無や育児休業の取得の有無等の状況にかかわりなく、職員は育児休業、育児短時間勤務及び部分休業をすることができるように改めること。②当該子の出生の日から一定期間内に、最初の育児休業をした職員は、特別の事情がなくても、再度の育児休業をすることができるようになり、その期間を５７日間とする規定を追加すること。③夫婦が交互に育児休業等をしたかどうかにかかわりなく、職員が育児休業等計画書を提出して最初の育児休業をした後３月以上経過した場合に、再度の育児休業をすることができるように改めること。④夫婦が交互に育児休業等をしたかどうかにかかわりなく、職員が育児休業等計画書を提出して最初の育児短時間勤務をした後３月以上経過した場合に、前回の育児短時間勤務の終了から１年以内であっても育児短時間勤務をすることができるように改めることなどです。
なお、この条例は、平成２２年６月３０日から施行するものとします。この条例の施行の日前に改正前の条例第３条第４号又は第１０条第５号の規定により職員が申し出た計画は、同日以後は、それぞれ改正後の条例第３条第４号又は第１０条第５号の規定により職員が申し出た計画とみなすものとします。


	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第３３号
	長久手町税条例の一部を改正する条例について
	条例改正の主な内容は、町民税関係では、①給与所得者及び公的年金等受給者が、新たに扶養親族申告書を提出しなければならない規定を追加すること。②非課税口座内の上場株式等の譲渡に係る町民税の所得計算の特例を定めることなどです。町たばこ税関係では、①製造たばこの町たばこ税の税率を１，０００本につき「３，２９８円」から「４，６１８円」に改めること。②旧三級品の紙巻たばこの町たばこ税の税率を１，０００本につき「１，５６４円」から「２，１９０円」に改めることなどです。
なお、この条例は、公布の日から施行し、別に施行日の定めのあるものは、その定める日から施行するものです。


	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要


	議案第３４号

	長久手町火災予防条例の一部を改正する条例について
	条例改正の主な内容は、①燃料電池発電設備の定義に、固体酸化物型燃料電池による発電設備であって火を使用するものを追加すること。②個室型店舗の避難管理についての規定を追加することなどです。

なお、この条例は、平成２２年１２月１日から施行するものとします。ただし、第２９条の５の改正規定は、公布の日から施行するものです。この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている燃料電池発電設備（固体酸化物型燃料電池による発電設備に限る。）のうち、改正後の長久手町火災予防条例第８条の３の規定に適合しないものについては、当該規定は、適用しないものとします。また、この条例の施行の際現に存する個室型店舗又は現に新築、増築、改築、移転、修繕若しくは模様替えの工事中の個室型店舗のうち、改正後の長久手町火災予防条例第３７条の３の規定に適合しないものに係る個室（これに類する施設を含む。）に設ける避難通路に面する戸の基準については、同条の規定は、平成２３年１１月３０日までの間は、適用しないものとします。
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